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産業連関表は，一定地域内（千葉県）の１年間の経済活動について，各産業間や  

産業と消費者などとの財・サービスの取引関係を一覧表にまとめ，県内の経済循環を

明らかにした統計表です。 

千葉県産業連関表は５年ごとに作成されており，このたび平成１７年千葉県産業 

連関表を取りまとめましたので，その概要を紹介します。 
 

１ 産業連関表のしくみ 

産業連関表（取引基本表）を縦（列）方向に見ると，財・サービスの生産にあた

って投入された原材料及び粗付加価値の構成が示されており，横（行）方向に見る

と，生産された財・サービスの販売（産出）先の構成が示されています。 

このため産業連関表は，「投入産出表」（Input-Output Table，略して I-O 表）と

も呼ばれています。 
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・行生産額(A+B-C)と列生産額(D+E)は一致する。 

・粗付加価値の合計(E)と最終需要－移輸入の 

合計(B-C)は一致する。 

特 集 
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２ 平成１７年千葉県産業連関表の概要 

(1)  産業連関表の見方 

表は平成 17年千葉県産業連関表を３部門に簡略化したものです。 
表を縦方向に見ると，平成 17年（暦年）の第 2次産業の生産額は 16兆 136億円
で，その生産のために第 1次産業から 3026億円，第 2次産業から 7兆 8863億円，
第 3次産業から 2兆 9034億円の原材料やサービスを購入し，4兆 9213億円の雇用
者所得や営業余剰などの粗付加価値を生み出したことを示しています。 

一方，横方向に見ると，第 2次産業は中間需要部門の第 1次産業へ 1006億円，
第 2次産業へ 7兆 8863億円，第 3次産業へ 2兆 3603億円を原材料などの中間財
として販売し，最終需要部門の家計や県外などへは 16兆 5330億円販売したことを
示しています。 

中間需要と最終需要をあわせた 26兆 8802億円から移輸入額 10兆 8665億円を
差し引いた 16兆 136億円は県内生産額になります。 
 

(単位：億円)

第１次

産　業

第２次

産　業

第３次

産　業

内　 生

部門計
消　費 投　資 移輸出

最　 終

需要計

第１次産業 468 3,026 535 4,029 1,753 81 3,345 5,180 9,209 -4,261 4,948

第２次産業 1,006 78,863 23,603 103,472 27,621 38,309 99,400 165,330 268,802 -108,665 160,136

第３次産業 715 29,034 56,525 86,275 139,454 10,008 47,545 197,007 283,282 -59,273 224,009

内生部門計 2,189 110,923 80,663 193,775 168,828 48,399 150,290 367,517 561,294 -172,199 389,094

2,759 49,213 143,347 195,319

4,948 160,136 224,009 389,094 　　※四捨五入の関係で，内訳は必ずしも合計と一致しない。

生産者価格評価表（第1次産業，第2次産業，第3次産業の３部門表）
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（2） 財・サービスの流れ 

平成 17年１年間の県内で生産された財・サービスの総額（県内生産額）は 38兆
9094億円（平成 12年比 1.3%増）で，これに県外からの移輸入 17兆 2199億円を
加えた総供給は，56兆 1293億円でした。 

総需要　　56兆1293億円

最終需要　　36兆7517億円

総供給　　56兆1293億円

県内生産額　　38兆9094億円
移輸入

17兆2199億円

粗付加価値　19兆5319億円中間投入　19兆3775億円

中間投入率[49.8%] 粗付加価値率[50.2%]

移輸入[30.7%]

県内生産額[69.3%]

最終需要[65.5%]
中間需要[34.5%]
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(3)生産額からみた県内産業構造 

 産業ごとの構成比を全国表の構成比を１として比較した特化係数（36部門表）で
みると，鉄鋼(3.1)，石油・石炭製品(3.1)，化学製品(2.5)などが全国水準を大きく上
回っており，素材型産業に特化している本県の特徴を表しています。 
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３ 産業連関表の利用方法 

 産業連関表には，以下のような利用方法があります。 
 
 (1)  表自体から作表年次（今回は平成 17 年）の県経済の構造を把握することがで

きます。 

ア 県経済全体の規模，産業構造 

イ 産業別生産額 

ウ 産業間の連結関係 

 

(2)  産業連関表を加工した逆行列係数表などを用いて，条件設定することにより，

新たな投資・消費などを行った場合の県内産業全体への「経済波及効果」（※）分析  

などができます。 
 
   ※ある産業に新たな需要が生じたとき，産業間の取引を通じて他の産業の生産に次々と 

影響を及ぼす効果をいいます。当初生じた最終需要の変化（直接効果）から，生産が  

波及していくことを「第１次波及効果」と呼び，第１次波及の結果，所得の増加を通じ

て消費需要が増加し，新たな波及効果を生み出していくことを「第２次波及効果」と  

呼んでいます。（経済波及効果＝直接効果＋第 1次波及効果＋第 2次波及効果） 
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４ 県内生産波及の大きさ 

ある産業に最終需要が１単位発生した場合の，各産業に及ぼす生産波及の大きさ

は，全産業平均（36部門表）で 1.3435倍となり，平成 12年の 1.2888倍を上回り
ました。 
産業別にみると，全産業平均よりも生産波及の大きい部門は，化学製品（1.6144），
鉄鋼（1.5644），鉱業（1.5035），運輸（1.3987），金属製品（1.3935）などでした。 

1.3435 1.2888

01 農業 1.2610 01 農業 1.2670
02 林業 1.1618 02 林業 1.1684
03 漁業 1.1733 03 漁業 1.1530
04 鉱業 1.5035 04 鉱業 1.4082
05 飲食料品 1.3145 05 食料品 1.3446
06 繊維製品 1.2904 06 繊維製品 1.2346
07 パルプ・紙・木製品 1.3225 07 パルプ・紙・木製品 1.2590
08 化学製品 1.6144 08 化学製品 1.5257
09 石油・石炭製品 1.0845 09 石油・石炭製品 1.1217
10 窯業・土石製品 1.3646 10 窯業・土石製品 1.3360
11 鉄鋼 1.5644 11 鉄鋼 1.4846
12 非鉄金属 1.3745 12 非鉄金属 1.3201
13 金属製品 1.3935 13 金属製品 1.3350
14 一般機械 1.2908 14 一般機械 1.2639
15 電気機械 1.3358 15 電気機械 1.2659
16 情報・通信機器 1.3366 16 輸送機械 1.2518
17 電子部品 1.3709 17 精密機械 1.2401
18 輸送機械 1.2842 18 その他の製造工業製品 1.2990
19 精密機械 1.3141 19 建設 1.2591
20 その他の製造工業製品 1.3777 20 電力・ガス・熱供給 1.2995
21 建設 1.2908 21 水道・廃棄物処理 1.2923
22 電力・ガス・熱供給 1.3259 22 商業 1.2381
23 水道・廃棄物処理 1.3234 23 金融・保険 1.2485
24 商業 1.2663 24 不動産 1.1203
25 金融・保険 1.2895 25 運輸 1.3892
26 不動産 1.1105 26 通信・放送 1.3036
27 運輸 1.3987 27 公務 1.1886
28 情報通信 1.2828 28 教育・研究 1.1576
29 公務 1.2041 29 医療・保健・社会保障・介護 1.2840
30 教育・研究 1.2029 30 その他の公共サービス 1.2212
31 医療・保健・社会保障・介護 1.2954 31 対事業所サービス 1.2350
32 その他の公共サービス 1.2286 32 対個人サービス 1.2763
33 対事業所サービス 1.2121 33 事務用品 1.3324
34 対個人サービス 1.2770 34 分類不明 1.6954
35 事務用品 1.3673
36 分類不明 2.5594

（注）1 平成17年表は平成12年表から分類の再編をおこなっており，部門ごとの比較には注意を要する。

2  〔Ｉ－（Ｉ－Ｍ）Ａ〕
－1
型は移輸入を考慮に入れた場合の逆行列のモデル式である。

逆行列係数〔Ｉ－（Ｉ－Ｍ）Ａ〕－1型の列和

全産業平均 全産業平均

平成17年 平成12年

＾

＾  
 
 
※平成１７年千葉県産業連関表の概要及び各種統合表については，千葉県ホームページに掲載していま

す。また詳細については，報告書を刊行しており，文書館で入手できます。 
千葉県ホームページ（統計情報の広場） 

http://www.pref.chiba.lg.jp/outline/statistics/index-j.html 


